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　  　Fig. 1　沼サンゴ層化石（指定地内）
　　　 　　 （Favia speciosa  Acanthastrea hemprichii）
　　  　Fig. 2　化石サンゴ層産状（館山市内）











































　　　　　　　　  （平成 22年 2月 7日　中央博物館）
3　千葉県博物館協会地域振興委員会について































































































































































































・平成 23年 3月：平成 22年度事業の集約









































新 　 和 宏46
トワーク事業を推進する際の人材育成である。
現在、千葉県において、県立、市町村立博物館、
さらに各市町村教育委員会において、文化財を
扱う立場にある研究員、専門職員は、少なく見
ても 500～600人存在する。これらの人材が、
館蔵資料や地域文化財はもとより、未指定文化
財等についても守っていくという共通認識を持
つ必要がある。
　しかし、現実的には、こうした意識を有する
こと自体が日々の業務に忙殺されている状況の
中では非常に難しいと言わざるを得ない。そし
て、これらの人材が自分の専門分野の調査研究
だけではなく、こういった博物館や文化財関係
機関等の根本的な部分である「モノ」をどう収
集し、保護活用していくかについて実践できる
体制作りを早急に行うべきである。
　この点について、我々研究者の意識改革が大
きな課題と言える。
　また、県の行政内部に適切な実施主体を再編
成していくことも重要である。主体の位置付け
については教育委員会か知事部局かという課題
もあるが、文化財の保全という観点からみた場
合、教育委員会内の文化財を主務とする部署が
適切だと判断する。
　そして最後は、県民（地域）の文化財に対す
る保護意識の喚起である。博物館や行政、大学
などが「モノ」の保全を提唱したところで、地
域がその意識に欠けている場合は中途半端な活
動に終わってしまう。地域が「モノ」を守る当
事者意識を有していくことが重要である。
　今後の展望として、千葉県文化財救済ネット
ワークシステムの将来像を提示する。最終的な
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組織イメージとしては、県内の博物館や行政、
大学、さらに文化財を扱う諸組織等が連携して
このネットワークを組織化していきたいと考え
ている。
6　追記
　平成 23年度に入り、当ネットワークにおい
ても大きく推移している状況にある。当初より、
ネットワークの将来像として、博物館、行政、
大学、学会、文化財保護に関連した組織等が一
体となった組織体型を目指していたが、その組
織強化を図っている状況である。
　また、3.11以降、県内の被害状況においても
千葉県博物館協会をはじめ、各博物館、大学等
が現地調査等を経て、モノのレスキューはもと
より、各種復旧に向けての諸項目を具現化する
方向性が確立しつつある。
　併せて、関東近県、他県においても同様の資
料ネットワークの構築が進められている。
　さらに、今回の震災では、今まであまりクロー
ズアップされてこなかった「標本」に対する扱
いが大きな課題になっている。こと自然史の分
野においては、いわゆる文化財保護法のもとで
対象とされているのは、天然記念物、史跡等で
あり、博物館や個人が所有している「標本」は
範疇外である。
　しかし、現実的には東北地方を中心とした博
物館が所蔵している「標本資料」のレスキュー
が全国的に展開されている状況であり、中央博
物館においても、昆虫標本 1,500点、植物の腊
葉標本 600点の修復作業を行った。
　これらの事態を強く受け止め、特に自然史系
の大学や博物館関係者において、「標本」をい
かに守っていくかについてシンポジウムを開催
した。現在、この動きは全国的に拡充している
状況である。
　また、他の事例として、日本動物園水族館協
会の動きも重要なポイントを提示していた。
　全国で 153館（23年度現在）の加盟館数を
誇る同協会では、震災後、3日目にして、関連
施設への支援体制を構築している。その後は適
時、被害状況の共有をはじめ、飼育動物の救済
支援活動を展開した。保護すべき対象が生き物
であるという特殊性もあるが、この早急な対応
を可能にしているのは、日常的なネットワーク
が的確に機能しているからと言える。
　以上、平成 23年度における状況を追記とし
て記述したが、我々ネットワーク関係者に投げ
かけられている諸事象は、正に森羅万象と言え
る。
　千葉県においても、さらなる組織拡充、強化
を図ると共に、我々研究者に課せられた新たな
使命と受け止め、事業推進に努めていくことを
決意しているところである。
